


1. 調査団員・氏名 

（１）基本設計調査（平成 20 年 6月 24 日から平成 20 年 7月 19 日） 

 

星野 明彦 【総括】 独立行政法人国際協力機構 

  資金協力支援部準備室 

  実施管理第二課課長 

中島 啓祐 【計画管理】 独立行政法人国際協力機構 

  人間開発部社会保障課 

芳賀 信彦 【技術参与】 東京大学大学院医学系研究科 

  外科学専攻 感覚･運動機能医学講座 

阿部 一博 【業務主任／医療機材 1】 株式会社国際テクノ・センター 

濤崎 謹治 【医療機材 2／設備計画】 株式会社国際テクノ・センター 

三室 直樹 【調達計画／積算】  株式会社国際テクノ・センター 

渡辺 寛美 【通訳】  株式会社国際テクノ・センター 

 

 

（２）基本設計調査概要説明調査（平成 20 年 10 月 7 日から平成 20 年 10 月 15 日） 

 

渡辺 雅人 【総括】 独立行政法人国際協力機構 

  人間開発部 

  次長兼高等教育・社会保障グループ長 

中島 啓祐 【計画管理】 独立行政法人国際協力機構 

  人間開発部社会保障課 

阿部 一博 【業務主任／医療機材 1】 株式会社国際テクノ・センター 

濤崎 謹治 【医療機材 2／設備計画】 株式会社国際テクノ・センター 

ホルマノフ･アザム 【通訳】  株式会社国際テクノ・センター 



2. 調査行程 

（１）基本設計調査 

 

 

基本設計調査スケジュール

業務主任/医療機材1 医療機材2/設備計画 調達計画/積算 通訳

26日間 26日間 26日間 26日間

阿部一博 濤崎謹治 三室直樹 渡辺寛美

1 6月24日 火

2 6月25日 水

3 6月26日 木

4 6月27日 金

5 6月28日 土

6 6月29日 日

8 7月1日 火

9 7月2日 水
タシケント(10:20)→ソウル

（20:45)

11 7月4日 金
ミニッツ署名　JICA･大使館
報告　タシケント（22:20)→

ミニッツ署名　JICA･大
使館報告

業務主任同行

12 7月5日 土
ソウル（08:50)/ソウル
（10:00） →東京(12:10)

業務主任同行

13 7月6日 日

14 7月7日 月 業務主任同行

15 7月8日 火 センター長との協議 センター2/機材調査 代理店調査 業務主任同行

16 7月9日 水
センター長との協議

保健省整形外科・外傷
センター見学

サマルカンド地方リハビ
リテーション・センター調

査
輸送会社、代理店調査 業務主任同行

17 7月10日 木 業務主任同行

18 7月11日 金 代理店調査 業務主任同行

19 7月12日 土

20 7月13日 日

21 7月14日 月 市場調査 業務主任同行

22 7月15日 火 代理店調査 業務主任同行

23 7月16日 水

24 7月17日 木 代理店･輸送会社調査 業務主任同行

25 7月18日 金

26 7月19日 土

対象施設（センター1）協議・調査

対象施設（センター1･センター2）

対象施設（センター1･センター2）補足調査

10 7月3日 木 ソウル（08:55)→東京(11:20)
救急科学センター見学

対象施設（センター1･センター2）協議・調査

ミニッツ署名/設備・代理店調査

対象施設（センター1･センター2）協議・調査

対象施設（センター1･センター2）補足調査

対象施設（センター1･センター2）補足調査

JICA報告　タシケント(22:20)→

調達予定機材協議

ソウル（08:50)/ソウル（10:00） →東京(12:10)

東京(12:40)→ニューデリー(17:35)/ニューデリー(22:40)
→

団内協議

団内協議

団内協議

対象施設（センター2）調査、ミニッツ協議

ミニッツ協議

国立産婦人科研究病院見学

対象施設（センター2）協議・調査

月

対象施設（センター2）協議・調査

JICAウズベキスタン事務所表敬、労働社会保障省表敬、在ウズベキスタン日本国大使館表敬、団内協議

→タシケント(01:00)

代理店調査

官団員

7日間（技術参与4日間）

星野明彦（総括）、中島啓祐（計画管理）、
芳賀信彦（技術参与）

7 6月30日

東京(13:30)→ソウル(15:55) /ソウル(17:30)→タシケント(21:10)

JICA表敬、労働社会保障省表敬、国立リハビリテーション･センター見学

対象施設（センター1）協議・調査

 



（２）基本設計調査概要説明調査 

 

業務主任/医療機材1 医療機材2/設備計画 通訳

9日間 9日間 9日間 9日間 9日間

渡辺雅人（総括） 中島啓祐（計画管理） 阿部一博 濤崎謹治 ホルマノフ･アザム

1 10月7日 火

国立リハビリテーショ
ン･センター協議

業務主任同行

3 10月9日 木

国立リハビリテーショ
ン･センター協議

業務主任同行

5 10月11日 土

6 10月12日 日

9 10月15日 水

タシケント(22:20)→
8 10月14日 火

水
在ウズベキスタン日本国大使館表敬

国立障害者リハビリテーションセンター協議・調査

国立障害者リハビリテーションセンター協議・調査

国立障害者リハビリテーションセンター協議・調査

ソウル（08:50)/ソウル（10:00） →東京(12:10)

団内協議

官団員

東京(13:30)→ソウル(15:55) /ソウル(17:30)→タシケント(21:10)

JICA表敬、労働社会保障省表敬、国立障害者リハビリテーション･センター表敬

2 10月8日

産婦人科研究病院調査

協議議事録署名

4 10月10日 金
救急科学センター調査

国立障害者リハビリテーションセンター協議・調査

7 10月13日 月

在ウズベキスタン日本国大使館報告

 

 



3. 関係者（面会者）リスト 

 

労働社会保障省 

Ministry of Labor and Social Protection of Population 

 

Khaitov Aktam  Acting Minister 

ハイトフ・アクタム 大臣代理 

 

Alimuhamedov Botir  Deputy Minister 

アリムハメドフ・ボティール 次官 

 

Muminov Askar  Head of Republic Inspection Medical and Social 

expertise and Rehabilitation of disabled people 

ムミノフ・アスカル 共和国主席鑑査官  

 （医療･社会鑑定及び障害者リハビリ） 

 

Ahmedov Bachadir  Director of Rehabilitation Sector 

アフメドフ・バチャディール リハビリテーション部部長 

 

国立障害者リハビリテーション・センター 

National Center of Rehabilitation and Prosthesis of Invalids 

 

Eshiev Tursunmurod  Chief Doctor 

エシエフ・トゥルスンムロド センター長 

 

（施設 1） 

Abdurahmanova Roza   Deputy Director of Administrative and Economic 

issues 

アブドゥラフマノヴァ・ローザ 副センター長（管理・経済担当） 

 

Karimov Bahodir Deputy Director, specialized on medical treatment 

カリモフ・バホディル 副センター長（診療担当） 

 

 



Sattarov Alisher  Head of Backbone Pathology Department 

サターロフ・アリシェール 脊椎疾患科チーフドクター 

 

Kim Vyacheslav   Anesthesiologist, ICU Doctor 

キム・ヴャチェスラフ 麻酔・ICU 医 

Turdiev Anvar  Head of Neurology 

トゥルディノフ・アンヴァール 神経科チーフドクター 

 

Baratov Abdukhamit  Doctor of Administration Department 

バラトフ・アブドゥハミット 受付担当医師 

 

Svistelinikova Tatiyana Head Nurse of Operation Theater 

スヴィステリニコヴァ・タチヤナ 手術室 看護師長 

 

Turdiev Anvar Head of Neurology Department 

トゥルディエフ･アンヴァル 神経科チーフ 

 

Zaynidolinova Dildor  Function Diagnostic 

  Doctor in charge of ultrasound doppler scanner and 

electroencephalograph 

ザイニドリノヴァ・ディルドール  機能検査担当 

 超音波ドップラー・脳波計担当医師 

 

Sharasulova Dinara Function Diagnostic 

  Doctor in charge of echoencephalograph and 

ultrasound 

シャラスロヴァ・ディナーラ  機能検査担当 

 エコー脳波計・超音波担当医師 

 

Sultanova Dilbar   Function Diagnostic 

  Doctor in charge of echocardiography and spirometer 

スルタノヴァ・ディルバール  機能検査担当 

 心電図エコー・スパイロメータ担当医師 

 



Dzhalirova Mukarran Doctor-physiotherapist 

ジャリロヴァ・ムカラン 理学療法科 医師 

 

Ziyatova Madina   Chief Doctor of Laboratory 

ズィヤトヴァ・マディナ ラボラトリー担当医師 

 

Karimova Roziya  Felidsher of Laboratory 

カリモヴァ・ロージア ラボラトリー中級医師 

 

Atahanov Marat  Dental Doctor 

アタハノフ・マラット 歯科担当医師 

 

Choriev Ahmad Dental Doctor 

チョリエフ・アフマッド 歯科担当医 

 

（施設 2） 

Elchibaev Muhitdin  Deputy of Head Doctor, specialized on medical  

treatment 

エリチバエフ・ムヒディン 副センター長（診療担当） 

 

Hanapiyev Umarali Head of Orthopedic Department, ⅣRehabilitation 

ハナピイェフ・ウマラリ 整形外科 第 4リハビリチーフ 

 

Hojmiddinov Jamolitdin  Head of Orthopedic Department, Ⅵ Rehabilitation 

ホジュミディノフ・ジャモリディン整形外科 第 6リハビリチーフ 

 

Shokirov Mahmutali  Doctor of Orthopedic and Rehabilitation,  

Specialist of Arthroscopy 

ショキーロフ・マフムタリ  整形外科・リハビリテーション医 

 関節鏡スペシャリスト 

 

Abdullaev Ilhom Director of Manufacturing of Prosthesis 

アブドゥラエフ・イルホム 義肢工場長 



サマルカンド リハビリテーションセンター 

 

Jumaniyazov Davronbek  Director 

ジュマニヨーゾフ・ダヴロンベク 院長 

 

Abdusalomov Homid   Chief Expert of Expertise Department of Samarkand 

Region 

アブドゥサローモフ・ホミド サマルカンド州 医療労働審査部 主任専門家 

  

Fazliev Fakritdin   Head of Main Office of Labor and Social Protection 

of Population in Samarkand Region 

ファズリエフ・ファクリディン サマルカンド州労働社会福祉局局長 

 

産科婦人科研究病院 

 

Sultanov Samd Director 

スルタノフ・サムド 施設長 

 

Prof. Kurabanov Djakhangir Ex-Director  

クルバノフ・ジャハンギール 前施設長 

 

Podporenko Alica Deputy Director / Head physician of Clinic 

ポドポレンコ・アリサ 副施設長/病院長 

 

ウズベキスタン保健省 

 

Dadajonov Alijon Person in charge of ODA projects 

ダダジョノフ・アリジョン ODA 担当官 

 

救急科学センター 

 

Borisov Elena Head of Treatment 

ボリソワ・エレナ 診療担当副院長 



Orzikulov Turakul Head of International Relation 

オルジロフ・トゥラクル 国際関係担当副院長 

 

Gulyamov Bohodir  Chief Doctor of CT Department 

グリャモフ・ボホディール CT 科チーフドクター 

 

Abdullaev Ahror Head of Technical Department 

アブドゥラエフ・アフロール 技術部チーフ 

 

UNICEF ウズベキスタン事務所 

 

Guzal Kamalova                 Child Protection Officer 

ガズール・カマローバ      小児担当官 

 

Siyma Barkin-Kuzmin             Child Protection Specialist 

シーマ・バルキン・クズミン    小児専門官 

 

Rano Sabitova                   Health and Nutrition Specialist 

ラノ・ザビトーバ        保健･栄養専門官 

 

ワールド･ヴィジョン・ジャパン 

 

田中 久美子          プロジェクトマネージャー 

 

独立行政法人国際協力機構ウズベキスタン事務所 

 

西宮 宜昭           所長 

園山 由香            所員 

畑中 史英            協力隊調整員 

竹村 和子            保健調整員 

Sulaymanov Dilbar プロジェクトオフィサー 

 

 



在ウズベキスタン日本国大使館 

 

小池 孝行            公使参事官 

砂原 龍夫  一等書記官 

 

 































































































5. 事業事前計画表（基本設計時） 

1. 案件名 

ウズベキスタン共和国国立障害者リハビリテーション・センター整備計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

ウズベキスタン国（以下「ウ」国）は 1991 年の独立以来、民主化とともに、工業や農業を

基盤とした経済発展を遂げる一方、教育、水、保健医療などの社会サービスの低下、不均衡が

拡大しており、経済発展の恩恵が必ずしも国民生活に還元されていない状況にある。「ウ」国

政府は社会経済改革と国民生活の安定化を図るべく、各セクターで改革を進めており、障害者

を含む社会的弱者に対する社会保障分野においても 5年毎に国家計画を策定しており、現在も

「独居老人・年金生活者・障害者への社会サービスの強化計画（2007 年-2010 年）」が実行中

で、質の高い社会サービスを展開すべく改革に取り組んでいる。 

2008 年現在、78 万人といわれる障害者の認定は全国に 180 ヶ所ある医療労働鑑定委員会が

行っている。「ウ」国の死因で全体の 54%を占める循環器疾患は、障害者認定を受ける原因疾病

別でも最も多く、2007 年の統計でも 20%を占めており、以降、筋骨格系疾患、外傷と続く。居

住地別に見ると障害者はフェルガナ盆地、アンディジャン州に多く、ジザク州が最も少ない。

男女の割合は 52%、48%で年齢別では 16 歳未満の障害者が 12 万人と全体の 15%を占めており、

他の成人障害者 66 万人のうち 54 万人は労働能力の完全喪失（うち 6.4 万人は日常生活の要介

護）として認定を受けている。 

係る状況下で労働社会保障省は障害者の社会復帰を目指し、①労働安全、労働災害予防、②

環境保全、③交通事故対策、④救急車の適正配置、⑤疾病予防、⑥地方農村地域でのプライマ

リーヘルスケアの確立、⑦スポーツ振興の 7つの項目が障害予防への取り組みとしている。 

他方、殆どの障害者施設が旧ソ連時代に建設、設備され、特に老朽化が著しい機材を使用し

ていることからサービス低下を招いており、施設のみならずリハビリテーション用機材および

医療機材の改善が必要となっている。 

しかしながら、これらの整備には多大な予算の確保が必要なため、取り組みは十分に進まず、

機材を含めた施設改善が重要課題となってきた。 

本プロジェクト対象施設である国立障害者リハビリテーション･センターは2006年5月、首都

タシケントに設立され、障害者の治療およびリハビリテーション・サービスでは「ウ」国全土

のトップレファラル施設として、難易度の高い整形外科手術を含めて首都圏のみならず、全国

各地の施設から送られてくる障害者に対応している。 

同センターは253名（医師50名、看護師・技師111名、その他92名）の職員を抱えており、一

定の人員および技術力を有しているものの、財政事情等により診断や治療に不可欠な機材の更

新・補充は進んでおらず、現有機材は旧ソ連時代の10～30年以上経過、耐用年数を大幅に超過

するなど老朽化・破損・不足は著しく、障害者に対する診断、治療およびリハビリテーション

の機能は低下し、地方も含めて多数の利用者がいるものの同センターの機能は質・量共に低下

しており、状況改善が急務となっている。 

病床は260床を有し、2007年には年間28,936人の入院患者と一日およそ100人の各リハビリテ



ーション計画による定期的な再診を含めた障害者が来院していることから、施設の機能低下は

多数の利用者に影響を与えている。入院患者の、約6割は人口の多いタシケント州および首都

タシケント市内からで、残る約4割は地方部出身であることから、地方で社会復帰を望む障害

者のためにもセンター機能の回復は急務となっている。 

また、同センターは教育施設としての機能も有しており、「ウ」国全土の障害者の診断、治

療を行う整形外科医、外傷医に対する再研修（5年に１回）や地方に10ヶ所あるリハビリテー

ション･センターの医師を年間30～40名受け入れている研修施設であることから、整形外科お

よびリハビリテーションの医療技術者の人材育成や技術水準、及び全国における障害者リハビ

リテーション・サービスの水準を保つ上でも、同センターの各種機材の整備は重要である。 

3. プロジェクト全体計画概要 

※無償資金協力案件を投入の一つとする相手国政府によるプロジェクト全体概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

「ウ」国国立障害者リハビリテーション･センターのリハビリテーション・サービスが向上

する。 

裨益対象及び規模：「ウ」国内の障害者約 78 万人（障害者人口/2008 年） 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

①障害者リハビリテーション、診断および治療機材が整備される。 

②医療従事者が機材保守・管理のための日常点検を実施できるようになる。 

③調達された機材を用いたより適切な治療・診断が実施されるようになる。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

①障害者リハビリテーション、診断および治療機材を整備する。 

②医療従事者に対する保守・管理を目的にした機材の日常点検について技術指導する。 

③調達された機材により治療・診断を行う。 

(4) 投入（インプット）  

ア 日本側：無償資金協力 4.38億円 

イ 相手国側 

（ア）本無償資金協力の実施に係る負担額  ： 0.27億円  

（イ）施設･機材の運営･維持管理に係る経費： 0.05億円  

(5) 実施体制 

主管官庁：労働社会保障省  

実施機関：国立障害者リハビリテーション･センター 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

タシケント市 

(2) 概要 

国立障害者リハビリテーション･センターにおける障害者リハビリテーション・サービスおよ

び整形外科関連機材の調達。同センターの医療従事者を対象にした保守・管理のための機材の

日常点検についての技術指導 

(3) 相手国側負担事項 

ア．既存機材の撤去 

イ．リハビリテーション室・手術室の改修 

ウ. CTスキャナ室の新設 

エ. 中央材料室の改修 

  オ．機材の運営・維持管理に係る経費 

 



(4) 概算事業費 

  合計 4.65億円（日本側 4.38億円、「ウ」国側 0.27億円） 

(5) 工期 

入札関連業務、施工監理業務期間を含め、約 10 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

 なし 

 

5. 外部要因リスク（プロジェクトの全体計画の目標の達成に関するもの） 

なし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

なし 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提言 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

  2007 年（現状） 2011 年（実施後） 

 CTスキャナ診断件数 0 件 2,000 件 

 椎間板ヘルニア手術件数 174 件 増加 

 手術件数 4,193件 増加 

 入院患者数 28,936 人 増加 

 平均在院日数 14.3日 減少 

 健康診断件数 4,154 人 増加  
(2) その他の成果指標  

なし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降（機材稼動後、1年経過後） 

 

 

 

 



6.ソフトコンポーネント計画書 

 

I. ソフトコンポーネントを計画する背景 

ウズベキスタン国（以下、「ウ」国）における障害者は全国で 78 万人と推定されており、

1995 年に定められた「障害者リハビリテーション国家プログラム」に基づき、労働社会保

障省と国家科学技術委員会が策定した計画に沿って、身体障害の予防、障害者への各種リ

ハビリテーション活動が推進されている。 

国立障害者リハビリテーション・センター(以下「センター」)は上記「障害者リハビリ

テーション国家プログラム」の下で創設された機関であり、｢ウ｣国リハビリテーション事

業の統括機関として位置づけられている。同センターは、全国で 10 箇所ある地方リハビリ

テーション・センターにおいて対応できない症状の障害者等も受け入れており、年間の来

院者は延べ 3万人に達し、年々増加傾向にある。 

一方で、旧ソ連時代は障害者に対する支援はごく限定されたものであったため、リハビ

リテーション技術、機材は西欧諸国に比べて遅れている状態にあり、その近代化と拡充が

大きな課題となっており、同センターにおいても施設・設備の更新が必要になっている。 

このような背景の下、2005 年 2 月、「ウ」国政府は、我が国に対して同センターに対する

リハビリテーションおよび整形外科関連の診断・治療機材を対象とした一般無償資金協力

事業を要請した。この要請に基づき JICA は 2008 年 6 月に基本設計調査を実施した。 

現地調査の結果、同センターの既存のリハビリテーションおよび整形外科関連の診断・

治療機材の多くは調達後 10 年以上を経過しており、中には 20 年から 30 年も経過した機材

も含まれる等、著しく老朽化している状況が確認された。また、来院者が増加していく中

で、特に解像度の悪い放射線機器や超音波診断装置、照度の低い無影灯、各種機器の台数

不足等による、適時・適切な診断、治療能力の低下は大きな問題となっていることが明ら

かになった。 

かかる背景を踏まえ、一般無償資金協力事業により実施される「ウズベキスタン国国立

障害者リハビリテーション･センター整備計画」は、老朽化の著しい機材を更新・補充する

ことにより、リハビリテーション施設として本来の機能を早急に回復させ、障害者対策の

レファラルシステムの強化を目的とするものとした。 

同整備計画で調達が予定されている機材の仕様は、基本的には既存の旧ソ連時代に調達

され、同センターで常時使用されている機材と同様であることから、使用上の特別な技術

は要求されない。しかしながら、機材の保守・管理に関しては特別な配慮が必要と思われ

る。 

同センターの現在の医療機材の保守・管理は UZB-MedTechnica（旧ソ連邦時代の医療機器

公社で現在は保健省の一部局）傘下の Medservice社が同センターとの契約により、週 1回

保守管理を実施している。しかし、同社の技術者は旧ソ連時代の機材の保守の経験しかな



いため、今後調達される欧米および日本製の機材の保守・管理は各製造業者の代理店に依

存せざるを得ない状況が予想される。したがって、保証期間終了後の代理店による有償の

保守費用が過大となることを避け、可能な限り各機材を長く使用するためには、同センタ

ーの医療従事者など使用者が主体となって機材の日常点検を行う、つまり予防保守

（Preventive Maintenance）が習慣化されることが必要となってくる。更に、同センター

では今回のように 59品目もの機材を一括して調達した経験がないことも考慮した対応が必

要である。 

このような状況を踏まえ、事業効果を最低限確保するとともに、「ウ」国による事業の円

滑な立ち上がりの支援に資する、効率的かつ持続性のある維持管理体制を構築するための

技術面での支援・指導を行うことが有意義と判断される。 

「ウ」国内において、より適切な機材の保守・管理体制を実現するための計画を検討す

るにあたり保健医療分野の調査を行ったところ、救急医療分野のトップレファラルである

救急科学センターの保守方法が有効と思われた。救急科学センターの機材保守・管理の特

徴は、「機材使用・保守パスポート」と言われる機材稼動状況および保守管理を記録する冊

子を各機材に備え付けて活用されていた。①日常点検項目、②毎日の機材使用開始時間、

終了時間の記載および使用担当者名、③故障月日・故障状況・代理店などによる保守実施

期日、故障原因を含む保守内容および保守結果が記載され、機材の保守・管理を効果的に

実施するための拠所となっている。また、保守技術者の指導のもと、使用する医療従事者

が日常点検の重要性を理解するようになり、機稼動状況および保守記録などデータが集積

されることで、次年度の交換部品、消耗品の的確な購入計画を策定できるなど病院全体と

しての機材の保守・管理体制に貢献しているシステムであることも確認できた。本施設に

は 2001 年に我が国の無償資金協力事業で一部の機材を導入しているが、それらの機材も良

く活用されており、システムが有効に機能していることも確認できた。 

このシステムは、過去に救急科学センターに派遣された青年海外協力隊医療機器隊員の

活動支援のもとで独自に開発したものであり、地方の救急センターに対して有償で保守部

門の技術者を派遣する等、保守・管理方法の技術面での支援・指導を行っている。同シス

テムを利用した保守・管理に関する技術移転の実施可能性について、救急科学センターに

打診したところ、可能であるとの回答を得ていることから、今後、「ウ」国保健省／救急科

学センターの協力を得られることを念頭に、機材の保守・管理に係る技術指導をソフトコ

ンポーネントにより実施する計画とした。 

 

II．ソフトコンポーネントの目標 

 国立障害者リハビリテーション･センターにおいて、我が国の一般無償資金協力により調

達される機材を使用する医療従事者の間で機材保守の基本である日常点検が習慣化される

と共に、保守・管理活動が継続することで調達機材を長く使用できるようになることを目



標とする。なお、機材の保守・管理については、｢5S-KAIZEN-TQM1」を常態的にするよう配

慮する。 

 

III．ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネント実施による成果は以下のとおり。 

(1) 各機材の管理責任体制が明確になる。 

(2) 同センターの医療従事者が日常点検の重要性を理解するようになる。 

(3) 機材の稼動保守記録に基づき、故障原因の特定や将来の故障時期の予想、修理の準備

が行なえるようになる。 

(4) 機材保守記録が付けられることにより、機材の総稼働時間が明確となり、稼働時間と

実際の購入消耗品の比較に基づく消耗品購入計画が作成されるようになる。 

 

IV． 成果達成度の確認方法 

確認方法は以下のとおり。 

(1) 機材管理体制の組織図の策定。 

(2) 「機材使用・保守パスポート」を利用した日常的な機材の稼動・保守状況の記録。 

(3) 故障の時点で記載された総稼動時間、故障原因、保守内容の記録（将来的には予防保

守のための「やってはいけない事（注意事項）リスト」の作成につながる）。 

(4) 稼働時間と実際の購入消耗品の比較による次年度の年間購入計画の策定。 

 

V．ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動内容は、(1)機材使用・保守パスポート作成、(2)ワークシ

ョップおよび(3)現場実習で構成される。 

（1）機材使用・保守パスポート作成 

1)内容 

①日常点検項目の作成 

機材供給業者が決定された後、調達機材リストの中で日常点検が特に重要であると判

断される機材について、機材供給業者経由で製造業者もしくは現地代理店に対し、日常

点検項目の作成を要請する。 

②「機材使用・保守パスポート」の作成 

                                                 

1
 5S（整理、整頓、清掃、清潔、躾）はボトムアップアプローチとして施設職員全員が参加して

行い、できるところから小さな KAIZEN 努力を重ねて次第に組織的な課題である TQM（総合的品

質管理）に挑戦していくことである。 



現地にて同コンポーネントの日本人総括／維持管理指導が中心となり、同コンポーネ

ントのワークショップ講師となる主任技術者（現地）および各専門技術者と、前述の日

常点検項目の内容について協議を行い、調達機材リストに基づき、保健省および国立救

急科学センターの協力を得て「機材使用・保守パスポート」を作成する。 

 

2)成果品 

「機材使用・保守パスポート」 

作成部数は 400 部、仕様は国立救急科学センターの使用パスポートと同等となる A5

版白黒 120ページ程度（A4 版 60ページ程度）の表紙付簡易製本タイプとする。 

 

3)業務日数 

日常点検項目の抽出・リスト化、機材使用・保守パスポートの記載項目・デザインの

決定、責任機関による承認、印刷発注、納品確認を含み、日本人総括 10 日間、主任技

術者、専門技術者①の 2名は各 6日間、専門技術者②と③の 2名は各 3日間業務に従事

する。 

 

（2）ワークショップ 

1)内容 

講師は、日本人総括／維持管理指導者 1名のほか、ウズベキスタン人技術者 4 名（主

任技術者 1名および専門技術者 3名）で行う。 

始めに日本人総括／維持管理指導が、日本のこれまでのウズベキスタン国に対する無

償資金協力事業の説明を行い、①本計画が実施された背景、②本計画の概要、③維持管

理の概観の説明（対象施設の責任範囲）、④メーカーによる品質保証、⑤代理店による

アフターサービス、⑥交換部品・消耗品入手の方法、故障時の連絡方法等、の説明を行

う。 

その後、ウズベキスタン人技術者による①救急科学センターでの活動紹介、②「機材

使用・保守記録パスポート」の使用目的、メリット、活用術、注意点を説明する。 

 

2)成果品 

「ワークショップ・現場実習指導用の教材」 

作成部数は参加者、主催者および完了報告分の計 320部とする。教材仕様は、ウズベ

キスタンで広く利用されている A4 版表紙付簡易製本とする。 

 

3)ワークショップ開催日数 

同センターは 2ヵ所の施設に分かれており、毎日合計 300 人以上の障害者が入院や外

来での診断を受けており、施設機能を止めることができないことから、ワークショップ

は調達機材が引き渡された時期に 2日間開催する。 



業務日数は、ワークショップ開催のための教材作成、日程・参加者等の調整、会場設

営準備およびワークショップ指導（2日間）のために日本人総括、主任技術者、専門技

術者①は各 7日間、専門技術者②と③は各 5日間業務に従事する。 

 

（3）現場実習指導 

1)内容 

ワークショップで学んだ内容を現場で実践し、これらの活動を習慣化させるために現

場実習指導を行う。特に 5S-KAIZEN-TQM の観点から、始業/終業点検時の機材本体およ

び付属品、消耗品の整理、整頓状況の確認と、清掃による清潔状態の維持などの基本的

な指導および機材点検項目の理解度や機材使用・保守記録パスポートの記入状況を確認

すると共に、機材使用者からの質問などを個別に聞きながら調達機材の稼働状況を確認

する。 

 

2)成果品 

「現場実習指導の結果報告書」 

 

3)業務日数 

現場実習指導は、5名全員が指導者として参加するため、施設各 1.5日間の計 3日間

とする。日本人総括とウズベキスタン人技術者全員が、モニター・機能診断機材（主任

技術者）、放射線機材（専門技術者①）、臨床検査機材（専門技術者②）、手術機材（専

門技術者③）の専門分野に分かれて、より具体的な日常点検や問題解決にかかわる保守

管理システム構築のための技術移転を行う。 

 

（4）報告書作成と完了報告 

1)内容 

ワークショップおよび現場実習指導の結果を報告書にまとめ、労働社会保障省及び在

JICA ウズベキスタン事務所に対する報告を行う。 

 

2)成果品 

「ソフトコンポーネント完了報告書」 

 

3)業務日数 

報告書の作成、ワークショップ資料等の部分翻訳、および先方関係機関との協議のた

めに、日本人総括 3日間、主任技術者が 2日間従事する。 

 

 



VI．ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本邦コンサルタント直接支援型とローカルリソースへの再委託の混合型を採用する。 

(1)日本人コンサルタント 

1)総括/維持管理指導（1名） 

①活動内容 

・ ウズベキスタン保健省／救急科学センターとの契約交渉および契約 

・ ソフトコンポーネントの対象となる43品目/最大43社の日本を含む欧米の製造業者

もしくはその現地代理店からの各機材の点検項目の情報収集および必要に応じた協

議 

・ ワークショップの開催、日程・参加者等の調整、会場設営と運営全般 

・ ワークショップでの無償資金協力事業の説明（PR）と 5S-TQMを利用した維持管理の

技術指導、教材作成 

・ ウズベキスタン技術者による対象施設の現場実習で新たな注意点、改善点などが出

た場合のとりまとめ 

・ 相手国、大使館、JICA 事務所への報告（報告書の作成、提出） 

②調達方法 

日本国内の医療施設において事務長として「5S-KAIZEN-TQM」を担当するとともに同

じ我が国の無償資金協力事業における隣国タジキスタンの医療施設にて医療機材の共

有化についてのワークショップをソフトコンポーネントで実施した経験のある本計画

の業務主任を担当させる予定である。 

 

(2)ローカルリソース（ウズベキスタン） 

1）主任技術者①（1名）-救急科学センター保守部門長/副院長 

①活動内容 

・ ワークショップにおける技術指導講師、および病院管理者への機材運営維持管理シ

ステム構築にかかる指導 

・ モニター・機能診断機材の維持管理に関る技術指導 

・ ワークショップおよび技術指導教材の作成 

 

2）専門技術者①②③（3名）-救急科学センター技術者 

①活動内容 

・ ワークショップおよび現場実習指導において日常点検が重要であると考える専門機

材の、保守・点検に関る技術指導 

・ ワークショップおよび技術指導教材の作成 

・ 専門技術者 1 は放射線・超音波機材、専門技術者 2 は臨床検査機材、専門技術者 3



は手術関連機材を担当 

 

②調達方法 

救急科学センターからの講師派遣については、「ウ」国保健省に対して基本設計の現

地調査の際に、本計画の内容、趣旨等を説明し、ソフトコンポーネントへの協力を打

診し、快諾を得ている。なお、救急科学センターへは 2001 年度の我が国の無償資金協

力で救急科学センター機材整備計画として CT スキャナ（現在も問題なく稼動してい

る）を初めとして、今回の無償資金協力でも調達を予定している各種医療機材が調達

されており、この保守部門の技術者はヨーロッパ製品のみならず、日本製品にも精通

している。 

 

VII．ソフトコンポーネントの実施工程 

月

機材据付･運転指導

機材使用・保守パスポートの作成

ワークショップ開催と準備

現場実習指導

報告書作成と報告

総括/維持管理指導（日本人）

業務日数 10 7 3 3 23 23 0.76

主任技術者（現地）

業務日数 6 7 3 2 18 18 0.60

専門技術者①（現地）

業務日数 6 7 3 16 16 0.53

専門技術者②（現地）

業務日数 3 5 3 11 11 0.37

専門技術者③（現地）

業務日数 3 5 3 11 11 0.37

合　　　　計 79 79 2.63

業
務
日
数
合
計

合
計
業
務
日
数

業務日数10
平成21年

7 8 9

合
計
M
／
M
数

 

 

VIII．ソフトコンポーネントの成果品 

（1）施主および日本側への完了報告書 

（コンサルタント契約書に基づく施主宛完了報告書および JICA ガイドラインにあるソ

フトコンポーネント完了報告書に基づく） 

（2）機材使用・保守記録パスポート（400部） 

（3）ワークショップ教材（320部）  



（4）ワークショップ参加者リスト 

 

IX．ソフトコンポーネントの概算事業費 

ソフトコンポーネント概算事業費 

 総額 

（①＋②）

日本円① ドル 円換算② 

(千円未満切捨)

ソフトコンポーネント費 

（１＋２＋３） 

3,913,000 2,680,000 $11,646 1,233,000

1. 直接経費 2,323,000 1,090,000 $11,646 1,233,000

2. 直接人件費 697,000 697,000 0 0

3. 間接費 893,000 893,000 0 0

 

X．相手国実施機関の責務 

 国立障害者リハビリテーション･センターは「ウ」国労働社会保障省傘下の施設であるこ

とから、現在の年間の運営費の約 9割を占めている資金は同省から拠出されている。今後、

自己収入を約 6 割までとする予定ではあるが、引き続き、保守・管理に必要な試薬、記録

紙、レントゲンフィルムなどの購入費用に対する予算の拠出が必要である。 

同コンポーネントでは、「ウ」国保健省傘下の救急科学センターが保健省と共にワークシ

ョップ講師や維持管理技術者の派遣など可能な限りの協力を行うとのことで今後、日本側

ではなく「ウ」国側の企画当初からの参加が重要である。さらに、同コンポーネントは調

達機材に係わる全ての対象施設担当者の参加が必要である。施設の性格上、休診とするわ

けにはいかず、参加職員のため、都合 2日間にわたり、同じワークショップを行う予定で、

各自の勤務時間の調整を国立障害者リハビリテーション･センター長の責任で実施し、ほぼ

全員を参加させる。 

 



7. 参考資料／入手資料リスト 

 

調査名 国立障害者リハビリテーション･センター整備計画 

 

 

番号 

 

名   称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ

 

発行機関 

 

発行年

1 

国立障害者リハビリテーション･セ

ンター整備計画予備調査報告書 
図書  コピー JICA  2008 
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